
ページ

総枚数

事業用の設備 円

住宅兼用の設備 円

合計 円

用途

様態 □一棟自己所有　□区分所有　□共有　□賃借

設備
Ｎｏ.

数量
②
取得価額③

設備の用途
④

供用開始年月日⑦

設備の種類 太陽光発電システム □事業用

型番 ××－×××－×

設備の種類 蛍光灯照明器具 □事業用

型番 ●●－●●●－●

設備の種類 □事業用

型番

記載の手引は、（控用）の裏面にあります。当該事業所等において４以上の対象設備を導入した場合は、次葉様式を使用してください。

□環境局ホームページの導入推奨機器
　 検索画面を印刷したもの
□納品書の写し　□領収書の写し
□固定資産台帳の該当部分の写し
□メーカー保証書の写し

□その他（　　　　　　　　　　　）

3 製造会社名 □住宅兼用
※あん分方式又は簡易
　方式により算定した取
　得価額を⑤欄に記載
　してください。

備
考
欄

平成22年1月12日 平成22年1月12日

□環境局ホームページの導入推奨機器
　 検索画面を印刷したもの
□納品書の写し　□領収書の写し
□固定資産台帳の該当部分の写し
□メーカー保証書の写し

□その他（　　　　　　　　　　　）

□あん分方式
※あん分に使用した基準等
　を備考欄に記載してくださ
　い。

□簡易方式
  （③×１/２）

2 250,000

□あん分方式
※あん分に使用した基準等
　を備考欄に記載してくださ
　い。

□簡易方式
  （③×１/２）

製造会社名 ●●株式会社 □住宅兼用
※あん分方式又は簡易
　方式により算定した取
　得価額を⑤欄に記載
　してください。

3

平成22年1月12日 平成22年1月12日

□環境局ホームページの導入推奨機器
　 検索画面を印刷したもの
□納品書の写し　□領収書の写し
□固定資産台帳の該当部分の写し
□メーカー保証書の写し

□その他（　　　　　　　　　　　）

1 1 750,000

□あん分方式
※あん分に使用した基準等
　を備考欄に記載してくださ
　い。

□簡易方式
  （③×１/２）

製造会社名 ××株式会社 □住宅兼用
※あん分方式又は簡易
　方式により算定した取
　得価額を⑤欄に記載
　してください。

 □一棟事業用
 □住宅兼用

設置場所が事業所等
であるとわかるもの

□不動産登記事項証明書　□図面
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

＜設備の明細＞

設備の種類等① 住宅兼用設備の場合の取得価額⑤ 取得年月日⑥ 添付資料チェック欄⑧

法
人
事
業
税
減
免
様
式
そ
の
２

（
提
出
用

）

＜事業所等の明細＞
事業
所等
Ｎｏ.
事業所等の名称（ア）  本店 当該事業所等において取得

した対象設備の総数（エ） ２

所在地（イ）
当該事業所等における対象
設備の取得価額の合計額
（オ）

当該事業所
等の用途及
び様態（ウ）

＊地球温暖化対策報告書提出書等…「地球温暖化対策報告書提出書」、「地球温暖化対策計画書提出書」、「特定テナント等地球温暖化対策計画書提出書」
＊減免要綱…「中小企業者による省エネルギー設備等の取得に係る事業税の減免に関する要綱」（平成21年3月31日　20主税税第441号）
＊次葉様式…「中小企業者向け省エネ促進税制による法人事業税の減免に関する対象設備明細書（次葉）」（法人事業税減免様式その２の２）

中小企業者向け省エネ促進税制による
法人事業税の減免に関する対象設備明細書

事業年度
平成２１年　４月　１日から
平成２２年　３月３１日まで

法
人
名

１
□事務室　□店舗　□診療所

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

添
付
資
料

（
カ

）

地球温暖化対策報告
書提出書等の控の写
し

□地球温暖化対策報告書提出書の控の写し
□地球温暖化対策計画書提出書の控の写し
□特定テナント等地球温暖化対策計画書提出書の控の写し
□減免要綱第２（２）に規定する別に定める書類（「地球温暖化対策
　　報告書提出書等の控の写しが提出できない場合の書類」（法人事業税減免
　　様式その３））

 〒164-0001
 中野区中野４－６－１５

（　１　階部分）

１

２

1,000,000
0

1,000,000

東京都主税局　株式会社

都・法　 1003-633

円

円

円

円

円

円

「設備の用途④」欄
で「事業用」を選択
した場合は、⑤の記
載は不要です。

記 載 例 中小企業者向け省エネ促進税制による法人事業税の減免　～対象設備の明細書～

減免申請の対象となる事業所
等の名称、所在地、用途等を
記載してください。

円

「設備の用途④」欄で「事業用」
を選択した設備の取得価額を合算
した額を、（オ）の「事業用の設
備」欄に記載してください。

例：本店（中野区）で取得した対象設備分
　　（すべての設備が「事業用」の場合）

※ この明細書は、対象設備を設置した事業所等ごとに作成します。

※複数の事業所等において対象設備を取得
した場合（対象設備の明細書が複数枚ある
場合）は、各事業所等の対象設備の明細書
（オ）の「合計」欄の額を合算した額を、
転記します。

４番目の「減免要綱第２（２）
に規定する別に定める書類」を
選択した場合は、当該書類を作
成・提出してください。

減免額の計算書③欄
に転記します。※

取得した設備の総数を記載してください（同一型番の設備を複
数台取得した場合は、型番ごとに１と数えます。）。



ページ

総枚数

事業用の設備 円

住宅兼用の設備 円

合計 円

用途

様態 □一棟自己所有　□区分所有　□共有　□賃借

設備
Ｎｏ.

数量
②
取得価額③

設備の用途
④

供用開始年月日⑦

設備の種類 蛍光灯照明器具 □事業用

型番 △△－△△△－△

設備の種類 太陽光発電システム □事業用

型番 ××－×××－×

設備の種類 □事業用

型番

備
考
欄

記載の手引は、（控用）の裏面にあります。当該事業所等において４以上の対象設備を取得した場合は、次葉様式を使用してください。
＊地球温暖化対策報告書提出書等…「地球温暖化対策報告書提出書」、「地球温暖化対策計画書提出書」、「特定テナント等地球温暖化対策計画書提出書」
＊減免要綱…「中小企業者による省エネルギー設備等の取得に係る事業税の減免に関する要綱」（平成21年3月31日　20主税税第441号）
＊次葉様式…「中小企業者向け省エネ促進税制による法人事業税の減免に関する対象設備明細書（次葉）」（法人事業税減免様式その２の２）

□環境局ホームページの対象設備検索
　 画面を印刷したもの
□納品書の写し　□領収書の写し
□固定資産台帳の該当部分の写し
□メーカー保証書の写し

□その他（　　　　　　　　　　　）

□住宅兼用
※あん分方式又は簡易
　方式により算定した取
　得価額を⑤欄に記載
　してください。

1,500,000 平成22年2月10日 平成22年2月10日

□環境局ホームページの導入推奨機器
　 検索画面を印刷したもの
□納品書の写し　□領収書の写し
□固定資産台帳の該当部分の写し
□メーカー保証書の写し

□その他（　　　　　　　　　　　）

□住宅兼用
※あん分方式又は簡易
　方式により算定した取
　得価額を⑤欄に記載
　してください。

3

□あん分方式
※あん分に使用した基準等
　を備考欄に記載してくださ
　い。

□簡易方式
  （③×１/２）

製造会社名

平成22年1月12日 平成22年1月12日

□環境局ホームページの導入推奨機器
　 検索画面を印刷したもの
□納品書の写し　□領収書の写し
□固定資産台帳の該当部分の写し
□メーカー保証書の写し

□その他（　　　　　　　　　　　）

2 3 3,000,000

□あん分方式
※あん分に使用した基準等
　を備考欄に記載してくださ
　い。

□簡易方式
  （③×１/２）

製造会社名 ××株式会社

1 5 500,000

□あん分方式
※あん分に使用した基準等
　を備考欄に記載してくださ
　い。

□簡易方式
  （③×１/２）

製造会社名 ▲▲株式会社 □住宅兼用
※あん分方式又は簡易
　方式により算定した取
　得価額を⑤欄に記載
　してください。

添付資料チェック欄⑧

２

1,500,000

（　１、２　階部分）

＜設備の明細＞

設備の種類等① 住宅兼用設備の場合の取得価額⑤ 取得年月日⑥

当該事業所
等の用途及
び様態（ウ）

□事務室　□店舗　□診療所

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

所在地（イ）

 〒166-8502
 杉並区成田東５－３９－１１

当該事業所等における対象
設備の取得価額の合計額
（オ）

500,000

2,000,000

事業所等の名称（ア）  杉並店

法
人
事
業
税
減
免
様
式
そ
の
２

（
提
出
用

）

２

□地球温暖化対策報告書提出書の控の写し
□地球温暖化対策計画書提出書の控の写し
□特定テナント等地球温暖化対策計画書提出書の控の写し
□減免要綱第２（２）に規定する別に定める書類（「地球温暖化対策
　　報告書提出書等の控の写しが提出できない場合の書類」（法人事業税減免
　　様式その３））

□不動産登記事項証明書　□図面
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

添
付
資
料

（
カ

）

地球温暖化対策報告
書提出書等の控の写
し

 □一棟事業用
 □住宅兼用

設置場所が事業所等
であるとわかるもの

当該事業所等において取得
した対象設備の総数（エ） ２

中小企業者向け省エネ促進税制による
法人事業税の減免に関する対象設備明細書

事業年度
平成２１年　４月　１日から
平成２２年　３月３１日まで

法
人
名
東京都主税局　株式会社

２

＜事業所等の明細＞
事業
所等
Ｎｏ.

都・法　 1003-633

円

円

円

円

円

円

記 載 例 中小企業者向け省エネ促進税制による法人事業税の減免　～対象設備の明細書～

減免申請の対象となる事業所
等の名称、所在地、用途等を
記載してください。

円 円

円 円円 円

「設備の用途④」欄で「住宅兼用」
を選択した設備の取得価額を合算し
た額を、（オ）の「住宅兼用の設
備」欄に記載してください。

「設備の用途④」欄で「事業用」
を選択した設備の取得価額を合算
した額を、（オ）の「事業用の設
備」欄に記載してください。

例：支店（杉並区）で取得した対象設備分
　　（「住宅兼用」の設備が含まれる場合）

４番目の「減免要綱第２（２）
に規定する別に定める書類」を
選択した場合は、当該書類を作
成・提出してください。

※複数の事業所等において対象設備を取得
した場合（対象設備の明細書が複数枚ある
場合）は、各事業所等の対象設備の明細書
（オ）の「合計」欄の額を合算した額を、
転記します。

減免額の計算書③欄
に転記します。※


